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1. はじめに 

司法制度改革により弁護士の皆様をめぐる環境が大きく変化する中で、

皆様の仕事と家庭の有り方がどのように変化したのかを明らかにするた

めに、前回の調査より 11 年ぶりに日弁連会員の 5000 名を対象に郵送調

査を実施させていただきました。1360 人の方からのご回答をいただきま

した（回収率 27.2%）。ご協力いただきましてありがとうございました。 

この 11 年間の間に社会のあり方も変わり、新制度導入による弁護士人

口の急激な増加により弁護士を取り巻く環境も大きく変化しました。また、

前回の調査対象には新試験合格者は含まれていませんでしたが、今回は含

まれています。環境の変化が、今回の調査結果にも反映されていました。 

以下が単純集計時点での主な知見と結果の概要になります。 

 

２．主な知見 

 単純集計時点での、主な知見は以下のようなものです。 

 

2.1. 経済状況 



・前回の調査1では男性弁護士の収入は 4000 万円以上の層が一番多かっ

たのですが、今回は 500 万～1000 万円未満の層が一番多くなっていまし

た。女性弁護士も同じ層が一番多くなっていることから、結果としてジェ

ンダー差が小さくなっています。 

・ただし、収入の分布は男性の方で幅広い一方で（つまりそれより年収が

かなり高い人もいる）、女性は 500 万～1000 万円未満の層に集中してい

ました。 

 

2.2. 仕事の状況 

・最初の勤務先・働き方については、前回調査と大きくは変わっていませ

んでした。「５人未満の法律事務所」で「勤務弁護士」として働き始める人

が今回の調査でももっとも多くなっていました。 

・顧問先や国等の役員については女性の方が「ゼロ」と答える比率が高か

ったのですが、自治体の役員については女性の方が若干多くなっていまし

た。 

・専門・得意分野については、ジェンダー差がなくなっていた分野と継続

していた分野とがありました。 

・たとえば、「倒産」や「行政関係の事件」を選択するのは、前回の調査で

は男性が多かったのですが、今回はジェンダー差がほとんどありませんで

                                                   
1 前回の調査の詳細については、中村真由美編著『弁護士のワークライフバランス－』明石書店 をご覧くだ

さい。前回の調査の対象は、日弁連会員の他に、女性法律家協会（女法協）会員も対象にしています。両者に

重複するケースは女性法律家協会会員として集計しています。 



した。 

・一方で、「親族関係」を専門・得意分野とするのは前回も今回も女性弁

護士が多くなっていました。「不動産」は前回も今回もともに男性弁護士

が多くなっていました。 

 

2.3. 家庭の状況 

・前回の調査では男性弁護士の配偶者は圧倒的に専業主婦が多かったの

ですが、今回の調査では専業主婦の比率が低くなっていました。 

・家事育児分担については、前回の調査同様に、女性弁護士は子育てや家

事の多くを担っていました。平均労働時間も男性弁護士の方が女性弁護士

より長い傾向がありました。 

・ただし、一般男性に比べると、男性弁護士は家事時間が長い傾向にあり

ました（前回調査でもこの傾向はありました）。 

 

2.4. 「ジェンダー意識」と「法曹を選んだ理由」 

・共働き家庭が増える中で、ジェンダーに関する男性弁護士の考え方にも

変化が起きていました。 

・たとえば、「男性は外で働き、女性は家庭を守るべきである」という伝

統的性別役割分業について、前回の調査では「反対」と答えた男性は２割

程度でしたが、今回は３割が反対していました。 



・ただし、女性弁護士の方が男性よりも平等的な考え方をする傾向が強い

ことは前回の調査結果と同様でした。 

・「法曹を選んだ理由」については、男性が「仕事と家庭生活が両立でき

ること」を選ぶ比率は前回調査より高くなっていました。共稼ぎが増える

中で、男性弁護士にとっても家庭と両立できることがより重要視されるよ

うになってきているのだと思われます。 

・ただ、男性に比べると女性の方が「働く日や時間の融通がきくこと」「仕

事と家庭生活が両立できること」を「法曹を選んだ理由」として選択する

比率が高くなっていました（前回調査でも観察された傾向です）。 

 

2.5.「性差別の経験」と「法曹を辞めたくなった経験」 

・「仕事上で、性別による異なった扱いをされた経験」については、経験

があると答えた人が男女ともに前回より多くなっていました。 

・「法曹をやめたくなった経験」は、前回同様に、女性の方が男性よりか

なり多いことがわかりました。 

 

2.6. 育児休業制度と支援策 

・「育児休業制度があり、弁護士に適用される」と答えた方は、前回の調

査に比べて今回は大幅に改善されていました。ただし、「制度はあるが、

弁護士に適用されない」「制度はない」と答える者の割合は前者よりも依

然多く、課題はまだ残っています。 



・「弁護士会の育児支援策」は、今回の調査で新たに設けた項目です。2015

年 4 月より、日弁連が育児支援策として子育て中の弁護士会費免除が制度

化されましたが、女性弁護士の７割（男性弁護士の 4割）が認識している

という結果がわかりました。 

 

2.7. 知見のまとめ 

前回調査から 11 年を経て、新試験を経た弁護士を対象に加えて実施し

た本調査では、「変わってきた部分」と「変わっていない部分」があること

がわかりました。 

「変わってきた部分」としては、弁護士をめぐる環境が変わる中で男性

弁護士の家庭でも共稼ぎが増え、ジェンダーに関する考え方がより平等的

になり、家庭との両立を重視する人も増えたことです。 

法律事務所内や弁護士会における育児支援のための制度も整えられ、そ

のことについての認識も高まっていることがわかりました。 

「専門・得意分野」についても、かつては男性が多く担当していた領域

に女性が増えるなどの変化がありました。 

経済状況についても、男性で高年収な層の比率が減ったこともあり、結

果としてジェンダー間で以前よりも差が減ってきているようです。 

一方で、「変わっていない部分」もありました。女性弁護士の家事育児

負担がいまでも多く、男性弁護士の家庭では配偶者／パートナーが家事育

児を主に担っています。家庭との両立を重視する男性弁護士も増えてはい



ますが、主に家事育児を担うのは女性であることは変わりませんでした。 

専門・得意分野についても、ジェンダー差がなくなってきた分野もある

一方で、ジェンダー差が依然として残っている分野もありました。 

また、「性差別的な経験」や「辞めたくなった経験」が圧倒的に女性弁護

士に多いのも前回の調査結果と変わっていません。 

今後は分析を進め、年代との関連など、複数の要因との関連を検証して

いきたいと考えています。 

ご協力を賜りまして、誠にありがとうございました。 

 

３．調査結果の概要 

 以下は、調査結果の概要（個別の設問の結果をグラフにしたもの）です。 

 

問１a. 性別（n=1360） 

 

 

 

 

 

 

男性, 41.5

女性, 58.1

その他, 0
無回答, 0.4



問１b. 現在の年齢 

男性（n=565）     女性(n=790) 

 

 

 

問１b. 司法試験合格時の年齢 

男性（n=565）     女性(n=790) 

 

前回の調査では旧試験の合格者のみが対象であったが、20 代で合格した者は男性で 70%、女性で 76.7%であっ

た。新試験により合格年齢が大幅に若返る訳ではなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

20～29

歳, 8

30～39歳, 

35.4

40～49歳, 

21.6

50～59歳, 

9.2

60～69歳, 

10.4

70歳以上, 

15.4

無回答, 0
20

～

29

歳, 

5.9

30～39歳, 

41.8

40～49歳, 

32.3

50～59歳, 

11

60～69歳, 

4.6

70歳以上, 

3.9

無回答, 

0.5

20～29歳, 

75

30～39歳, 

20.4

40

～

49

歳, 

2.8

50～59

歳, 0.4

60～69歳, 

0.2

70歳以上, 

0

無回答, 

1.2

20～29

歳, 72.5

30～39

歳, 22.2

40

～

49

歳, 

4.1

50～59

歳, 0.5 60～69

歳, 0

70歳以

上, 0

無回答, 

0.8



問１b. 最初に弁護士登録した時の年齢 

男性（n=565）     女性(n=790) 

 

これは前回の調査では聞いていない質問であるが、合格年齢が若年化したことから弁護士登録年齢も 20 代が多

いことがわかる。 

 

 

問 2a. 所属している高裁管内ブロック 

男性（n=565）     女性(n=790) 

 

男女ともに東京ブロックに所属するものが圧倒的に多いのは前回と同じである（前回調査では男性の 53.4%、女

性の 60.3%が東京ブロックであった）。 

 

 

 

 

 

 

20～29歳, 

58.6

30～39歳, 

31.2

40～49

歳, 4.1

50～59

歳, 1.6

60～69歳, 

3.2

70歳以上, 

0.7

無回答, 

0.7

20～29

歳, 59.9

30～39

歳, 33.8

40～49

歳, 4.7

50～

59歳, 

0.8

60～69

歳, 0

70歳以

上, 0

無

回

答, 

0.9

東京, 54.3

札幌, 4.2

仙台, 4.1

名古屋, 

9.2

大阪, 15.6

広島, 4.1
福岡, 

6.4

高松, 2.1
無回答, 0

東京, 56.7

札幌, 2.7

仙台, 2.3

名古屋, 

7

大阪, 17.5

広島, 5.1 福岡, 

7.2

高松, 1.3
無回答, 

0.4



問 2b.仕事をしている地域 

男性（n=565）     女性(n=790) 

 

 

 

問３．（１）最初の職について 

a1. 働き始めた年齢 

男性（n=562）     女性(n=788) 

 

新試験では合格年齢が下がったため、働き始める年齢も 20 代が多くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

東京, 

41.1

大阪市・

名古屋

市・横浜

市, 19.6

それ以外, 

38.6

無回答, 

0.9

東京, 

42.3

大阪市・

名古屋

市・横浜

市, 18.4

それ以外, 

37.5

無回答, 

2.2

20～29

歳, 64.2

30～39

歳, 31.3

40

～

49

歳, 

3.4

50～59

歳, 0.7 60～69

歳, 0.2

70歳以上, 

0

無回答, 

0.2

20～29

歳, 60.9

30～39

歳, 33.2

40

～

49

歳, 

4.6

50～59

歳, 0.6 60～69

歳, 0

70歳以上, 

0

無回答, 

0.6



a2. （最初の職で）何歳まで働いていたか 

男性（n=562）     女性(n=788) 

  

多くの人は 30 代で次の職にうつっていることがわかる。男女で大きな差は見られない。 

 

 

問３b. 最初の勤務先・働き方 

男性（n=562）     女性(n=788) 

 

前回同様、男女ともに最初の勤務先は５人未満の法律事務所で働く人が多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

20～29歳, 

19.2

30～39歳, 

56

40～49歳, 

13.2

50～59歳, 

3.7

60～69歳, 

4.6

70歳以上, 

2.8

無回答, 

0.4

20～29歳, 

19.3

30～39歳, 

58.5

40～49歳, 

16.4

50

～

59

歳, 

3.6

60～

69歳, 

0.9

70歳以上, 

0.6

無回答, 

0.8

法律事務

所（個人

事務所）, 

13.9

法律事務

所（弁護

士5人未

満）, 32.9
法律事務

所（弁護

士5~10

人未

満）, …

法律事務

所（弁護

士10~50人

未満）, 

14.9

法律事務

所（弁護

士50人以

上）, 9.4

企業, 2.1
任期

付公

務員, 

0.4

休業・無

業, 0

その他, 

7.5

無回答, 

0.5

法律事務

所（個人

事務所）, 

10.8

法律事務

所（弁護

士5人未

満）, 34.6法律事務

所（弁護

士5~10人

未満）, 22

法律事

務所

（弁護

士10~50

人未

満）, 

17.8

法律事務

所（弁護

士50人以

上）, 8.5

企

業, 

3.9

任期付公

務員, 0

休業・無

業, 0

その

他, 

1.8

無回答, 

0.6



問３c. 最初の職先・働き方 

男性（n=562）     女性(n=788) 

 

最初の働き方は勤務弁護士として働く人が多い（前回の調査結果も同様であった）。 

 

 

問３d. 最初の仕事の退職経験 

男性（n=562）     女性(n=788) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

勤務弁護

士, 75.6

経営者弁

護士（共

同経営も

含む）

独立採算

型弁護士

（通称軒

弁） その

他

無回答

勤務弁護

士, 83

経営者弁

護士（共

同経営も

含む）, 

10.4

独立採算

型弁護士

（通称軒

弁）, 3.6

その他, 

2.4

無回答, 

0.6

退職した, 

54.6

退職して

いない, 

43.2

無回答, 

2.1

退職した, 

54.9

退職して

いない, 

43.8

無回答, 

1.3



問３e. 最初の仕事の退職理由 

男性（n=307）     女性(n=433) 

 

 

 

問４．現在の仕事の就職の経路 

男性（n=565）     女性(n=790) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

キャリア

アップの

為, 28
結婚、

妊娠、

育児, 

2.3

介護, 0

家業を継

ぐ為, 2.9新規開業, 

39.7

健康上の

理由, 1.3

職場に対

する不満, 

17.3

その他, 

14.3

無回答, 

1.3

キャリア

アップの

為, 22.4

結婚、妊

娠、育児, 

19.4

介護, 0.2

家業を継

ぐ為, 1.8

新規開業, 

21
健康上の

理由, 3

職場に対

する不満, 

26.1

その他, 

18.5

無回答, 

0.7

弁護士会

就職説明

会, 5

家族親戚

の紹介, 

2.8

大学関係

者の紹介, 

6.7

司法研修

所教官の

紹介, 2.3

仕事関係

者の紹介, 

8

ヘッドハ

ンティン

グなどの

仲介, 5

直接応募, 

24.4

三者法曹

交流, 0.4

新規開業, 

28.5

親業（親

族業）の

継承・参

加など, 

3.2

その他, 

11.5

無回

答, 

2.3

弁護士

会就職

説明会, 

5.9

家族親戚

の紹介, 

4.4

大学関

係者の

紹介, 3

司法研

修所教

官の紹

介, 2.2

仕事関係

者の紹介, 

13

ヘッドハ

ンティン

グなどの

仲介, 6.1
直接応募, 

25.4三者法曹

交流, 0.4

新規開業, 

20.9

親業（親

族業）の

継承・参

加など, 

4.4

その他, 

12.9



問５－１．現在の顧問先件数（個人） 

男性（n=565）     女性(n=790) 

 

 

 

問５－２．現在の顧問先件数（中小企業） 

男性（n=565）     女性(n=790) 

 

 

 

 

 

 

 

０件, 63

１～４件, 

19.5

５～９

件, 1.6

10～49件, 

1.6

50～99

件, 0.2

100件

以上, 

0

無回答, 

14.2

０件, 77.2

１～４件, 

11.1

５

～

９

件, 

0.9

10～49

件, 1

50～99

件, 0

100件以

上, 0

無回答, 

9.7

０件, 37.7

１～４件, 

25.8

５～９件, 

14.2

10～49件, 

17.3

50～

99件, 

0.9

100件以

上, 0.2

無回答, 

3.9

０件, 59.6
１～４件, 

26.7

５～９件, 

5.2

10～49

件, 3.2

50～99

件, 0.1

100件以

上, 0.6

無回答, 

4.6



問５－３．現在の顧問先件数（大企業・官公庁） 

男性（n=565）     女性(n=790) 

 

 

 

問６－１.国の役員 

男性（n=565）     女性(n=790) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

０件, 62.1
１～４件, 

17.5

５～９

件, 4.8

10～49

件, 2.3

50～99

件, 0
100件以

上, 0

無回答, 

13.3

０件, 78.4

１～４

件, 6.8

５

～

９

件, 

1.1

10～49件, 

0.6

50～99

件, 0

100件

以上, 

0.1

無回答, 

12.9

０件, 81.2

１

～

４

件, 

2.1

５～

９件, 

0

10

～

49

件, 

0

50

～

99

件, 

0

100

件

以

上, 

0

無回答, 

16.6

０件, 84.2

１

～

４

件, 

5.6

５～９

件, 0

10～49

件, 0

50～99件, 

0

100件以

上, 0

無回答, 

10.3



問６－２．自治体の役員 

男性（n=565）     女性(n=790) 

 

 

 

問６－３．公法人・民間団体の役員 

男性（n=565）     女性(n=790) 

 

男女ともに、顧問先や公共団体等の役員はゼロと答えた人が多いが、特に企業の顧問などは女性の方がゼロと答

える比率が高い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

０件, 76.3

１～４

件, 8.7

５～９

件, 0.7

10～49

件, 0

50～99

件, 0

100件

以上, 0

無回答, 

14.3

０件, 74.7

１～４件, 

15.9

５～９

件, 1

10～49

件, 0.5

50～99件, 

0

100件以

上, 0

無回答, 

7.8

０件, 66

１～４件, 

23

５～９件, 

1.1

10～

49件, 

0.2

50～99

件, 0

100件以

上, 0

無回答, 

9.7

０件, 72.7

１～４件, 

19.4

５～

９件, 

0.6

10～

49件, 

0

50～99

件, 0
100件以

上, 0

無回答, 

7.3



問７. あなたが「法曹を職業に選んだ理由」 

男性（n=565）      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

11.2

16.6

61.1

5.7

42.1

44.6

25.7

13.3

24.2

45.8

27.4

13.8

40.5

34.9

38.4

20.4

24.4

18.2

5.5

29.2

9.9

11.9

16.3

32.9

18.6

10.4

1.6

28.5

2.1

4.4

11.2

18.9

15.6

4.8

0.9

17.7

1.4

1.9

4.1

9.6

6

4.1

3.5

5.1

3.9

2.3

4.4

5

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

ア.失業の心配がないこと

イ．収入が多いこと

ウ.興味のある仕事であること

エ．職場の仲間と共同で作業ができること

オ．自分の能力を発揮できること

カ．世の中の為になる仕事であること

キ．働く日や時間の融通がきくこと

ク.仕事と家庭生活が両立できること

とても重要 やや重要 どちらともいえない あまり重要ではない 全く重要ではない 無回答



女性(n=790) 

 

前回同様、女性の方が「働く日や時間の融通がきくこと」「仕事と家庭生活が両立できること」を選ぶ比率が高く

なっていた。しかし、男性も「仕事と家庭生活が両立できること」を選ぶ比率は前回より高くなっていた（前回

は「とても重要」とした人が 6.9%）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

16.1

9.5

57.1

6.5

41

47.3

32.5

25.3

32.8

48.4

32.7

19.1

43.3

38.7

36.2

28.6

22.2

21.6

6.3

34.3

10.9

9

17.5

26.1

16.7

13.7

1.5

26.7

2.9

2.4

10

12.8

8.9

3.7

0.6

10.4

0.5

1.4

1.8

5.2

3.4

3.2

1.8

3

1.4

1.1

2

2

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

ア.失業の心配がないこと

イ．収入が多いこと

ウ.興味のある仕事であること

エ．職場の仲間と共同で作業ができること

オ．自分の能力を発揮できること

カ．世の中の為になる仕事であること

キ．働く日や時間の融通がきくこと

ク.仕事と家庭生活が両立できること

とても重要 やや重要 どちらともいえない あまり重要ではない 全く重要ではない 無回答



問７b. 法曹の仕事を辞めたいと思ったことがありますか。 

男性（n=565）     女性(n=790) 

 

 

前回同様に「やめたくなった経験」がある比率は女性の方が高い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ある, 26.4

ない, 71.3

無回答, 

2.3

ある, 49.9

ない, 47.5

無回答, 

2.7



問８a．あなたの現在の専門・得意分野 

男性（n=565）      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

37.3

41.2

38.8

6.4

28.1

21.9

5

6.7

6.5

37.2

5.3

28.5

8

1.8

29

3.2

26.7

8.7

13.1

2.8

8.3

2.7

0 10 20 30 40 50 60 70

親族問題

相続問題

交通事故

医療事故

労働・雇用・労災関係

ｸﾚｻﾗ（多重債務）問題

その他の消費者問題

工業所有権及び無体財産権

行政関係の事件

会社法上の問題（企業法務を含む）

経済法上の問題（独禁法・不正競争防止法等）

倒産（破産管財事件も含む）

渉外

環境・公害問題

不動産問題

税金

刑事

少年事件

成年後見

全般

その他

無回答



女性(n=790) 

 

 

男性と比べて、女性の方が圧倒的に「親族問題」や「相続問題」分野に集中していることがわかる(これは前回調

査時も同様の傾向がみられた)。一方で、前回ジェンダー差がみられた「倒産」「行政関連の事件」については、

ジェンダー差が小さくなっていた。また、前回の調査では、「工業所有権及び無体財産権」は女性が選択する比率

が高く、日本に特異な現象であると指摘されていた。しかし、今回の調査では男性が選択する率の方が高くなっ

ていた。分野によって、この 11 年でジェンダー差が改善された領域とそうではない領域があるようである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

60.8

45.8

30.4

6.7

25.8

23.9

5.4

5.1

5.6

30.4

7

25.8

11.6

2.9

16.6

1.1

15.7

10.8

24.9

1

6.1

1.1

0 10 20 30 40 50 60 70

親族問題

相続問題

交通事故

医療事故

労働・雇用・労災関係

ｸﾚｻﾗ（多重債務）問題

その他の消費者問題

工業所有権及び無体財産権

行政関係の事件

会社法上の問題（企業法務を含む）

経済法上の問題（独禁法・不正競争防止法等）

倒産（破産管財事件も含む）

渉外

環境・公害問題

不動産問題

税金

刑事

少年事件

成年後見

全般

その他

無回答



問８b. 将来希望する分野 

男性（n=565）      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.9

7.1

1.4

4.8

10.4

0.5

2.3

6.2

6.7

11.7

10.3

6.9

3.5

2.7

6.4

9

1.1

2.1

2.5

33.8

5.8

12.7

0 5 10 15 20 25 30 35 40

親族問題

相続問題

交通事故

医療事故

労働・雇用・労災関係

ｸﾚｻﾗ（多重債務）問題

その他の消費者問題

工業所有権及び無体財産権

行政関係の事件

会社法上の問題（企業法務を含む）

経済法上の問題（独禁法・不正競争防止法等）

倒産（破産管財事件も含む）

渉外

環境・公害問題

不動産問題

税金

刑事

少年事件

成年後見

特になし

その他

無回答



女性(n=790) 

 

 

将来希望する分野については、男女ともに「特になし」が多くなっていた。あとは、「会社法上の問題（企業法務

を含む）」、「経済法上の問題（独禁法・不正競争防止法等）」、「労働・雇用・労災関係」などが比較的多くなって

いた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.9

7

1.4

4.3

11.3

0.5

1.8

3.5

3.9

12.3

8.2

6.1

5.4

3.7

6.5

4.2

1.5

2.8

4.1

33.3

3.8

14.9

0 5 10 15 20 25 30 35 40

親族問題

相続問題

交通事故

医療事故

労働・雇用・労災関係

ｸﾚｻﾗ（多重債務）問題

その他の消費者問題

工業所有権及び無体財産権

行政関係の事件

会社法上の問題（企業法務を含む）

経済法上の問題（独禁法・不正競争防止法等）

倒産（破産管財事件も含む）

渉外

環境・公害問題

不動産問題

税金

刑事

少年事件

成年後見

特になし

その他

無回答



問９．最後に卒業した学校 

男性（n=565）     女性(n=790) 

 

女性において法科大学院卒者や、その他の大学院卒者の比率が多い。 

 

 

問１０．法曹以外の資格 

男性（n=565）     女性(n=790) 

 

 

男女ともに法曹以外の資格をもっている人は２割程度である。前回調査に比べると若干増えているようである。 

 

 

 

 

 

 

 

大学, 

46.2

大学院

（法科大

学院以

外）, 4.8

法科大学

院, 46.4

その他, 

0.7

無回答, 

1.9

大学, 34.9

大学院

（法科大

学院以

外）, 9.1

法科大学

院, 54.8

その他, 

0.6

無回答, 

0.5

ある, 

21.4

ない, 

76.5

無回答, 

2.1

ある, 

22.2

ない, 

74.9

無回答, 

2.9



問１１a. 現在の婚姻状況（事実婚含む、同性の事実婚も含む） 

男性（n=565）     女性(n=790) 

 

 

前回の調査では、男性の有配偶率は８割を超えていたが今回の調査では若干下がっている。今回の調査は若い層

が多く含まれることから、まだ結婚していない層が含まれており、有配偶率を引き下げたと考えられる。 

 

 

問１１ｂ. 現在の結婚の結婚年齢 

男性（n=423）     女性(n=560) 

 

 

女性の方が 20 代で結婚した人が若干多い。前回の調査と比べると、男女ともに 20 代で結婚した人の比率は減っ

ている（前回の調査では、20 代で結婚した人は男性の５割、日弁連女性の６割、女性法律協会会員の７割）。今

回の調査では新司法試験を受けた若い層が多く含まれていることから、結婚年齢を押し上げたと考えられる。 

 

 

 

はい, 

74.9

いいえ, 

23.5

無回答, 

1.6

はい, 

70.9

いいえ, 

28.6

無回答, 

0.5

20～24

歳, 2.8

25～29

歳, 39.5

30～34

歳, 38.5

35～39

歳, 12.5

40歳以

上, 3.3

無回答, 

3.3

20～24

歳, 3.8

25～29

歳, 42.7

30～34

歳, 35.5

35～39

歳, 10.9

40歳以上, 

3

無回答, 

4.1



問１１ｃ. 配偶者／パートナーの仕事 

男性（n=423）     女性(n=560) 

 

 

前回同様、女性弁護士は配偶者も法曹である割合が高い（半数が法曹である）。また、以前の調査では男性の配偶

者は６割以上が専業主婦であったが、今回の調査ではその比率が大幅に下がっており、共働きが増えている。そ

のことは、男性弁護士のワークライフバランスにも影響を与えている可能性がある。 

 

 

問１１d. 配偶者／パートナーとの同居状況 

男性（n=423）     女性(n=560) 

 

 

男性の方が女性よりも同居している比率が若干高い。前回調査も同様の傾向がみられた。 

 

 

 

 

弁護士, 

9.7

裁判官, 

0.7

検察官, 0

会社員, 

16.3

無職, 45.4

その他, 

26.2

無回答, 

1.7

弁護士, 

42.9

裁判官, 

3.4

検察官, 

2.5

会社員, 

24.8

無職, 3

その他, 

22.9

無回答, 

0.5

同居, 94.1

別居, 3.1
無回答, 

2.8

同居, 90.4

別居, 

8.2

無回答, 

1.4



問１２a. 事務所（勤務先）の育児休業制度の状況 

男性（n=565）     女性(n=790) 

 

 

「制度があり、弁護士に適用される」と答えた者は、前回の調査では男性が 9.9%、15.4%あった。しかし、今回

は大幅に改善されている。ただし、「制度はあるが、弁護士に適用されない」「制度はない」と答える者の割合は

前者よりも依然多く、課題はまだ残っている。 

 

 

問１２b.事務所（勤務先）のその他の育児支援策（分担金免除・軽減・共

同受任など） 

男性（n=565）     女性(n=790) 

 

 

前回調査結果と比べると、「制度としてはないが、状況にあわせて個別対応してくれる」と答えた男性弁護士が３

割から４割に増えたている。日弁連女性はほとんど変わらない。女性弁護士が増える中で、育児支援制度への認

知が男性の間でも高まっているのかもしれない。 

制度があ

り、弁護

士に適用

される, 

24.6

制度は

ある

が、弁

護士に

は適用

されな

い, 7.4

制度はあ

るが、弁

護士に適

用される

かわから

ない, 5.1

制度はな

い, 48

制度があ

るかどう

かわから

ない, 8.8

その他, 

3.4

無回答, 

2.7

制度があ

り、弁護

士に適用

される, 

30.8

制度はあ

るが、弁

護士には

適用され

ない, 8.7

制度は

ある

が、弁

護士に

適用さ

れるか

わから

ない, 

5.3

制度はな

い, 37.1

制度があ

るかどう

かわから

ない, 9.1 その他, 

7.3

無回答, 

1.6

他の支援

策がある

（分担金

免除・軽

減・共同

受任な

ど）, 9.2

制度とし

てはない

が、状況

にあわせ

て個別対

応してく

れる, 41.4

支援策も

個別対応

もない, 

38.1

その他, 

5.3
無回

答, 6

他の支援

策がある

（分担金

免除・軽

減・共同

受任な

ど）, 11.1

制度とし

てはない

が、状況

にあわせ

て個別対

応してく

れる, 53.3

支援策も

個別対応

もない, 

23.5

その他, 

8.9

無回答, 

3.2



問１３．所属する弁護士会の育児支援策（複数回答可） 

男性（n=565）女性(n=790) 

 

 

この設問は今回新しく設けたものである。2015 年 4 月より、日弁連が育児支援策として子育て中の弁護士会費

免除が制度化されたが、女性は７割が認知している。一方で、男性の認知度は４割にとどまっている。 

 

 

問１４a と b.  子供の有無と人数 

男性（n=565）     女性(n=790) 

 

 

女性の方が、子供がいない、または、一人っ子の比率が高くなっている。これは前回調査でも観察された傾向で

ある。男女ともに全体的に子供の数が減っている。 

 

 

 

 

38.9

70

2.3

10.9

56.3

27.7

2.8

1.9

0 10 20 30 40 50 60 70 80

男性

女性

弁護士会費免除 その他の支援策 ない わからない 無回答

子どもは

いない, 

37.3

１人, 19.5

２人, 26.7

３人, 12.6

４人, 1.9 無回答, 

1.9

子どもは

いない, 

44.8

１人, 23.3

２人, 23

３人, 

6.5

４人, 0.9 無回答, 

1.5



問１４c. 子育ての時、本人以外に子供の世話をする人の有無。（複数回答

可） 

男性（n=344）  

 

 

 

女性(n=427) 

 

87.2

36.9

39.8

3.8

1.7

2.9

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

男性

あなたの配偶者/パートナー 親 保育園・幼稚園・学童保育等

ベビーシッター・家政婦など その他 無回答

79.9

59.7

79.4

20.1

4.2

1.6

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

女性

あなたの配偶者/パートナー 親 保育園・幼稚園・学童保育等

ベビーシッター・家政婦など その他 無回答



男性弁護士は自分以外に子育てをする人として配偶者を選ぶ比率が突出しているが、女性弁護士は配偶者、親、

保育園等などの力を借りて育てていることがわかる。また、２割程度はベビーシッターや家政婦を利用している。

前回調査も同様の傾向があった。ただ、前回にくらべ、男女ともに保育園等の利用率が高くなっている。 

 

 

問１４d. 子育て期における、本人と配偶者／パートナーの子育て負担 

【あなたの子育て負担】 

男性（n=344）     女性(n=427) 

 

 

子育て分担には大きなジェンダー差が見られた。男性の半分以上は子育て分担が２割未満であるのに対し、女性

の半分は子育て分担が８割以上である。女性が子育てを主に担うという構図は変わっていない。 

 

 

【配偶者／パートナーの子育て負担】 

男性（n=344）     女性(n=427) 

 

０割, 

8.1

0.1～0.9

割, 5.5

1.0～1.9

割, 38.4
2.0～2.9

割, 23.5

3.0～3.9

割, 13.4

4.0～4.9

割, 4.4

5.0～5.9

割, 4.1

6.0～6.9

割, 0.3

7.0～7.9

割, 0

8.0～8.9

割, 0

9.0割以

上, 0.6

無回

答, 

1.7

０割, 0.20.1～0.9

割, 0

1.0～

1.9割, 

0

2.0

～

2.9

割, 

0.5

3.0～

3.9割, 

1.4

4.0～

4.9割, 

1.2

5.0～5.9

割, 10.3

6.0～6.9

割, 14.1

7.0～7.9

割, 21.38.0～8.9

割, 17.1

9.0割以

上, 32.1

無回答, 

1.9

０割, 0.30.1

～

0.9

割, 

0

1.0～1.9

割, 0

2.0～2.9

割, 0

3.0～3.9

割, 0

4.0～4.9

割, 0.3

5.0～

5.9割, 

4.76.0～

6.9割, 

5.5

7.0～7.9

割, 12.2

8.0～8.9

割, 24.4

9.0割以上, 

50

無

回

答, 

2.6

０割, 4

0.1～0.9

割, 4.4

1.0～1.9

割, 23.2

2.0～2.9

割, 17.3

3.0～3.9

割, 22.2

4.0～4.9

割, 12.9

5.0～

5.9割, 

10.1

6.0～

6.9割, 

1.2

7.0～

7.9割, 

0.9

8.0～8.9

割, 0.5

9.0割以

上, 0.2

無回答, 3



男性弁護士の配偶者／パートナーは圧倒的に多くの子育てを担っている。配偶者／パートナーが９割以上負担し

ているケースが５割以上である。一方で女性弁護士の場合には、配偶者／パートナーが子育てを負担する割合は

ずっと低く、約半分が３割未満である。やはり、弁護士であっても女性は子育て負担の多くを担っている。この

分布については、大勢は前回の調査と変わっていない。 

 

 

問１５．男女の役割についての考え 

Ａ．ア.男性は外で働き、女性は家庭を守るべきである 

男性（n=565）     女性(n=790) 

 

女性の方が男性よりも反対する人が多い。前回よりも男性で「反対」と答える人の比率が増えた（前回男性 19.3%、

女性 56.2%）。女性も「反対」がやや増えている。 

 

イ．男の子と女の子は違った育て方をすべきである 

男性（n=565）     女性(n=790) 

 

女性の方が男性よりも反対する人が多い。こちらも、前回に比べて男性で「反対」する人の比率が増えている（前

賛成, 2.3 どちらか

といえば

賛成, 11.9

どちらと

もいえな

い, 38.8

どちらか

といえば

反対, 15.2

反対, 29.9

無回答, 

1.9

賛成, 0.3 どちらか

といえば

賛成, 1.9

どちらと

もいえな

い, 19.5

どちらか

といえば

反対, 18.1
反対, 60.1

無回答, 

0.1

賛成, 

5.8

どちらか

といえば

賛成, 21.8

どちらと

もいえな

い, 40.2

どちら

かとい

えば反

対, 11.7

反対, 18.8

無回答, 

1.8
賛成, 1 どちらか

といえば

賛成, 6.2

どちらと

もいえな

い, 30.9

どちらか

といえば

反対, 19.5

反対, 42.3

無回答, 

0.1



回は１割強）。 

 

ウ.家事や育児には、男性よりも女性がむいている 

男性（n=565）     女性(n=790) 

 

この設問についても、男性よりも女性で反対する人が多い。しかし、前回と比べると、男性において「反対」の

比率が増えている（前回は 8.6%）。 

 

エ.結婚はしなくてよい 

男性（n=565）     女性(n=790) 

 

前回同様、女性の方が「賛成」が多く、男女ともに「どちらともいえない」と答えた人の比率が高い。前回と比

べると男女ともに「賛成」の人が若干増えている（前回の男性は 4.4%、女性の 11.7%が「賛成」。） 

 

 

 

 

 

賛成, 

7.8

どちらか

といえば

賛成, 27.3

どちらと

もいえな

い, 35

どちらか

といえば

反対, 11.7

反対, 16.5

無回答, 

1.8

男性

賛成, 0.6

どちらか

といえば

賛成, 11.8

どちらと

もいえな

い, 24.9

どちらか

といえば

反対, 17.1

反対, 45.4

無回

答, 

0.1

女性

賛成, 9.7

どちらか

といえば

賛成, 7.3

どちらと

もいえな

い, 44.2

どちらか

といえば

反対, 20.2

反対, 17

無回答, 

1.6

賛成, 16.7

どちらか

といえば

賛成, 10

どちらと

もいえな

い, 54.8

どちらか

といえば

反対, 11.5 反対, 

6.6

無回答, 

0.4



オ．結婚したら、女性は家庭を優先させる方がよい 

男性（n=565）     女性(n=790) 

 

前回同様、男性より女性で反対が多い。ただ、反対する人の割合は男女ともに増えている（前回、男性は 13.0%、

女性は 33.9%が「反対」と答えていた）。 

 

カ.女性は子供ができてもずっと職業をつづける方がよい 

男性（n=565）     女性(n=790) 

 

前回同様、男性より女性で「賛成」する割合が高い。しかし、男女ともに大幅に増えている訳ではない（前回、

男性 16.8%、女性 40.7%が「賛成」） 

 

 

 

 

 

 

 

賛成, 2.7 どちらかと

いえば賛

成, 9.7

どちらとも

いえない, 

42.5

どちらかと

いえば反

対, 19.5

反対, 23.5

無回答, 2.1 賛成, 0.1 どちらか

といえば

賛成, 4.7

どちらと

もいえな

い, 24.4

どちらか

といえば

反対, 23.2

反対, 47

無回答, 

0.6

賛成, 18.4

どちらか

といえば

賛成, 31.5

どちらと

もいえな

い, 42.3

どちらか

といえば

反対, 4.4

反対, 

1.6 無回答, 

1.8

男性

賛成, 43

どちらか

といえば

賛成, 28.1

どちらと

もいえな

い, 26.1

どちらか

といえば

反対, 1
反対, 1.6

無回答, 

0.1女性



キ.女性は子供ができたら職業をやめ、大きくなったら再び職業をもつ方がよい 

男性（n=565）     女性(n=790) 

 

前回同様、男性より女性で「反対」が多い。しかし、前回と比べ、男女ともに「反対」が増えている（前回は男

性の 12.0%、女性の 30.9%が「反対」であった）。 

 

ク.少なくとも子供が小さいうちは、女性は仕事より家庭を優先させる方がよい 

男性（n=565）     女性(n=790) 

 

前回同様、男性より女性で「反対」が多い。そして、前回と比べると、男女両方で「反対」の比率が増えている

（前回は、男性の 6.9%、女性の 17.2%が「反対」と答えていた）。 

 

 

 

 

 

 

 

賛成, 1.4 どちらか

といえば

賛成, 8.1

どちらと

もいえな

い, 48.5

どちらか

といえば

反対, 21.2

反対, 18.9

無回答, 

1.8

賛成, 0.3 どちらか

といえば

賛成, 3.3

どちらと

もいえな

い, 27

どちらか

といえば

反対, 26.7

反対, 42.5

無回答, 

0.3

賛成, 

6.2

どちらかと

いえば賛

成, 24.1

どちらとも

いえない, 

39.3

どちらか

といえば

反対, 14

反対, 14.9

無回答, 1.6 賛成, 2.5 どちらか

といえば

賛成, 12.4

どちらと

もいえな

い, 33.2どちらか

といえば

反対, 22

反対, 29.4

無回答, 

0.5



問１６ａ．仕事上で、性別による異なった扱いをされた経験 

男性（n=565）     女性(n=790) 

 

前回同様、男性に比べて、女性は「仕事上で性別による異なった扱い」を受けた経験が多いと答えている。なお、

経験があると答えた比率は前回に比べて若干高くなっている（前回は男性が 6.9%、女性が 52.7%であった）。 

 

 

問１６ｂ．性による異なった扱いを受けた分野（複数回答可） 

男性（n=565）     女性(n=790) 

 

男性では、業務内容・仕事の配分で「性別によって異なった扱い」を受けたと答える割合が高い（前回同様であ

る）。女性では、「業務内容・仕事の配分」に続き、「就職」において「性別によって異なった扱い」を受けた経験

があると答える比率が高い（これも前回と同様の傾向である）。女性では、前回よりも「セクハラ」をあげる比率

が高い（前回は「業務内容・仕事の配分」の半分から３分の１程度であったが、それが８割になっている。）。 

 

 

 

 

ある, 

9.4

ない, 88.7

無回答, 

1.9

男性

ある, 59.1

ない, 40.1

無回答, 

0.8

女性

18.9

0

77.4

9.4

9.4

1.9

0 20 40 60 80 100

就職

教育訓練機会

業務内容・仕事の配分

セクハラ

その他

無回答

42.8

2.6

50.1

40.3

20.1

0.9

0 20 40 60 80 100

就職

教育訓練機会

業務内容・仕事の配

分

セクハラ

その他

無回答



問１６ｃ．性による異なった扱いを受けた相手（複数回答可） 

男性（n=565）     女性(n=790) 

 

前回同様、男性も女性も依頼者から「性別によって異なった扱い」を受けたと回答する比率がもっとも高い。女

性は前回同様、それに続いて「相手方弁護士など法曹関係者」が多くなっているが、男性は上司が多くなってい

る（これも前回同様である）。男性と女性では、「性別によって異なった扱い」を受けやすい相手の構成が違うこ

とがわかる。 

 

 

問１７．本人の労働時間 

男性（n=565）     女性(n=790) 

 

 

本人の労働時間については、男女ともに分布は幅広いが、ピークは男性で９時間以上１０時間未満、女性で７時

間以上９時間未満が多くなっている（この傾向は前回も同様である）。 

 

 

 

37.7

22.6

20.8

49.1

7.5

1.9

0 20 40 60 80 100

上司

同僚・部下

相手方弁護士など法

曹関係者

依頼者

その他

無回答

43.7

8.1

48

57.6

10.7

2.1

0 20 40 60 80 100

上司

同僚・部下

相手方弁護士など法

曹関係者

依頼者

その他

無回答
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問１７．本人の家事時間 

男性（n=565）     女性(n=790) 

 

男女ともに 1 時間以上３時間未満が多くなっているが、３時間以上家事をやっているのは女性が多い。同じ傾向

は前回の調査にも窺える。なお、一般男性の１日の家事時間は４４分である（総務省統計局『平成２８年度 社

会生活基本調査』）。一般男性に比べると男性弁護士が家事を行う時間は比較的長いといえそうである（年齢構成

も関係がある可能性があるが）。 

 

 

問１７配偶者/パートナーの労働時間 

男性（n=423）     女性(n=560) 

 

 

男性弁護士の配偶者／パートナーは労働時間ゼロのケースが多く、女性弁護士の配偶者／パートナーは 10 時間

以上 15 時間未満の長時間労働のケースが多い。男性弁護士は妻が専業主婦であるケースが少なくないことが窺

える。しかし、前回の調査と比べると、その比率は減っている（前回は、労働時間ゼロのケースが労働時間８時

間程度のケースの５倍程度あった）。 
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0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

男性

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

女性



問１７．配偶者/パートナーの家事時間 

男性（n=423）     女性(n=560) 

 

男性弁護士の配偶者／パートナーの家事時間は幅広いがピークは５時間以上 10 時間未満にあり、家事労働の多

くを配偶者／パートナーが担っていることがわかる。一方で、女性弁護士の配偶者／パートナーの家事時間のピ

ークは１時間以上３時間未満にある。 

 

 

問１８．本人の収入と配偶者/パートナーの収入 

男性弁護士（本人 n=565、配偶者／パートナーn=423 ）      
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男性弁護士 男性弁護士の配偶者／パートナー



女性弁護士（本人 n=790、配偶者／パートナーn=560 ）      

 

前回と比べると、男性弁護士の配偶者／パートナーで「収入なし」と答えるケースが減っている（前回は一番多

かった）。また、前回の調査では収入が 4000 万円以上と答えるケースが一番多かったが、今回は 500 万以上 1000

万円未満が多くなっている。若い年代の弁護士が増え、弁護士の環境も変化したことが原因であると考えられる。

女性弁護士の分布は前回と大きく変わっていない。 
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女性弁護士 女性弁護士の配偶者／パートナー



問１８．本人の所得と配偶者/パートナーの所得 

男性弁護士（本人 n=565、配偶者／パートナーn=423 ）      
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男性弁護士 男性弁護士の配偶者／パートナー



女性弁護士（本人 n=790、配偶者／パートナーn=560 ）      

 

前回は男性弁護士の所得は「500 万円以上 1000 万円未満」が一番多く、続いて「1000 万以上 1500 万未満」が

多くなっていた。しかし、今回はこのカテゴリーにあてはまる人が減り、「500 万円未満」が第二位になってい

る。また、男性弁護士の配偶者／パートナーについてであるが、前回は「なし」と「500 万未満」が並んでいた

が、今回は「500 万未満」が増えていた。女性弁護士と配偶者／パートナーについては、「500 万以上 1000 万円

未満」が多いということは前回と変わらなかった。 
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